
○ 役員の氏名及び経歴 

 

役職 氏名 経歴  

代表取締役総裁 細川 興一 

 

昭和45年 4月 

平成19年 4月 

同 20年10月 

同 25年10月 

大蔵省入省 

財団法人新エネルギー財団顧問 

株式会社日本政策金融公庫代表取締役副総裁 

代表取締役総裁 

代表取締役副総裁 皆川 博美 

 

昭和50年 4月 

平成18年 4月 

同 19年 9月 

同 20年10月 

同 23年 6月 

同 25年10月 

農林漁業金融公庫入庫 

顧客支援部長 

理事 

株式会社日本政策金融公庫取締役 

常務取締役 

代表取締役副総裁 

代表取締役専務取締役 上野 善晴 昭和57年 4月 

平成21年 7月 

同 22年 8月 

同 22年 9月 

同 25年 7月 

同 26年 6月 

大蔵省入省 

福岡財務支局長 

財務省大臣官房参事官 

岩手県副知事 

財務省理財局次長 

株式会社日本政策金融公庫代表取締役専務取締役 

代表取締役専務取締役 髙橋  洋 昭和58年 4月 

平成21年 7月 

同 23年 8月 

同 26年 6月 

農林水産省入省 

大臣官房文書課長 

大臣官房参事官兼経営局 

株式会社日本政策金融公庫代表取締役専務取締役 

代表取締役専務取締役 黒田 篤郎 昭和57年 4月 

平成21年 8月 

同 23年 8月 

同 24年 2月 

同 26年 7月 

同 27年 6月 

同 27年 6月 

通商産業省入省 

独立行政法人国際協力機構理事 

経済産業省大臣官房審議官 

内閣官房内閣審議官（内閣官房副長官補付） 

経済産業省製造産業局長 

大臣官房付 

株式会社日本政策金融公庫代表取締役専務取締役 

専務取締役 紀村 英俊 

 

昭和57年 4月 

平成21年 7月 

同 23年 7月 

同 25年 3月 

同 25年 4月 

同 26年 6月 

通商産業省入省 

環境省大臣官房総務課長 

中部経済産業局長 

経済産業省大臣官房付 

株式会社日本政策金融公庫常務取締役 

専務取締役 

常務取締役 野崎 与四郎 昭和54年 4月 

平成20年10月 

同 23年 4月 

同  23年 5月 

同 23年 6月 

同 25年10月 

農林漁業金融公庫入庫 

株式会社日本政策金融公庫企画管理本部広報部長 

広報部長兼農林水産事業本部長付 

農林水産事業本部長付兼総合支援部長 

特別参与 

常務取締役 



役職 氏名 経歴  

常務取締役 岡部  修 昭和56年 4月 

平成21年 7月 

同 24年 9月 

同 26年 6月 

同 26年 6月 

厚生省入省 

年金積立金管理運用独立行政法人理事 

東北厚生局長 

厚生労働省大臣官房付 

株式会社日本政策金融公庫常務取締役 

常務取締役 伊藤 健二 昭和53年 3月 

平成20年10月 

 

同 22年 8月 

同 24年 4月 

同 24年 6月 

同 27年 6月 

国民金融公庫入庫 

株式会社日本政策金融公庫国民生活事業本部 

事業運営部長 

人材開発部長 

国民生活事業本部長付 

特別参与 

常務取締役 

常務取締役 岩間 邦彦 昭和55年 4月 

平成20年10月 

同 21年 1月 

同 22年 4月 

同 22年 8月 

同 23年 5月 

同 24年 4月 

同 25年 6月 

同 28年 6月 

中小企業金融公庫入庫 

株式会社日本政策金融公庫総裁室特命参事役 

総裁室副室長 

企画管理本部コーポレート・ガバナンス部長 

さいたま支店中小企業事業統轄 

さいたま支店長兼中小企業事業統轄 

中小企業事業本部事業企画部長 

特別参与 

常務取締役 

取締役 上甲 肇祐 昭和54年 4月 

平成20年10月 

 

同 22年 8月 

同 24年 4月 

同 25年 4月 

同 25年 6月 

同 27年 6月 

国民金融公庫入庫 

株式会社日本政策金融公庫国民生活事業本部 

事業管理部長 

事業運営部長 

南近畿地区総括 

国民生活事業本部長付 

特別参与 

取締役 

取締役 大西  靖 昭和60年 4月 

平成20年 7月 

同  21年 7月 

同  23年 7月 

同  24年 8月 

同 25年 6月 

同 28年 6月 

同 28年 6月 

大蔵省入省 

財務省国際局調査課長 

大臣官房付兼内閣官房内閣参事官 

東京税関総務部長 

財務総合政策研究所研究部長 

米州開発銀行財務局次長 

財務省大臣官房付 

株式会社日本政策金融公庫取締役 



役職 氏名 経歴  

取締役 栗原 一福 昭和60年 4月 

平成20年 7月 

同  22年 7月 

同  24年 7月 

同  25年 6月 

同 26年 6月 

同 28年 6月 

同 28年 6月 

大蔵省入省 

財務省大臣官房参事官 

預金保険機構審議役兼ＲＣＣ室企画調整役 

財務省大臣官房信用機構課長 

日本たばこ産業株式会社財務副責任者 

株式会社日本政策金融公庫特別参与 

財務省大臣官房付 

株式会社日本政策金融公庫取締役 

取締役 田口 克幸 昭和57年 4月 

平成20年10月 

 

同 22年 4月 

同 25年 4月 

同 26年 4月 

同 26年 6月 

同 28年 6月 

農林漁業金融公庫入庫 

株式会社日本政策金融公庫農林水産事業本部 

情報戦略部長 

帯広支店農林水産事業統轄 

農林水産事業本部営業推進部長 

農林水産事業本部長付 

特別参与 

取締役 

取締役 横山 典弘 昭和60年 4月 

平成20年 7月 

同 22年 4月 

同 23年 4月 

同 25年 3月 

同 25年 4月 

同 28年 6月 

同 28年 6月 

通商産業省入省 

経済産業省産業技術環境局リサイクル推進課長 

内閣官房地域活性化統合事務局参事官 

地域活性化統合事務局次長 

経済産業省大臣官房付 

株式会社日本政策金融公庫特別参与 

経済産業省大臣官房付 

株式会社日本政策金融公庫取締役 

取締役 若井 克之 昭和56年 4月 

平成20年10月 

 

同 22年 4月 

同 24年 4月 

同 25年 4月 

同  27年 4月 

同 27年 6月 

同 28年 6月 

国民金融公庫入庫 

株式会社日本政策金融公庫大阪支店国民生活事業

副事業統轄 

国民生活事業本部北近畿地区総括 

審査企画部長 

事業企画部長 

国民生活事業本部長付 

特別参与 

取締役 

社外取締役 鵜澤  静 昭和44年 4月 

平成21年 4月 

 

同 21年 6月 

同 25年 6月 

同 25年10月 

同 28年 6月 

日清紡績株式会社入社 

日清紡ホールディングス株式会社取締役専務執行

役員 

代表取締役社長 

代表取締役会長 

株式会社日本政策金融公庫社外取締役 

日清紡ホールディングス株式会社相談役 



役職 氏名 経歴  

社外取締役 渡辺 善子 昭和46年 4月 

平成15年 1月 

同 16年 1月 

同  18年 3月 

同  24年 7月 

同 24年10月 

同 26年 1月 

同 26年 6月 

日本アイ・ビー・エム株式会社入社 

理事 

一般社団法人ＰＭＩ日本支部理事 

日本アイ・ビー・エム株式会社常勤監査役 

顧問 

名誉顧問 

一般社団法人ＰＭＩ日本支部監事（現職） 

株式会社日本政策金融公庫社外取締役 

常勤監査役 大和田 桂則 昭和54年 4月 

平成20年10月 

 

 

同 22年 4月 

同 24年 4月 

同  25年 4月 

同  27年 4月 

同 27年 6月 

国民金融公庫入庫 

株式会社日本政策金融公庫国民生活事業本部企業

融資部総務審議役兼事業運営部プロジェクトＺＥ

ＲＯ推進室長 

融資部長 

営業推進部長 

東京地区総括 

国民生活事業本部長付 

監査役 

常勤監査役 塩澤 裕晶 昭和54年 4月 

平成22年10月 

 

平成25年 4月 

平成26年 4月 

平成28年 4月 

平成28年 6月 

千代田火災海上保険株式会社入社 

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社理事 

名古屋企業営業第一部長 

理事東京企業営業第三部長 

執行役員 

顧問 

株式会社日本政策金融公庫社外監査役 

社外監査役 髙橋 伸子 昭和51年 4月 

昭和61年 4月 

平成21年 6月 

株式会社主婦の友社入社 

生活経済ジャーナリストとして独立 

株式会社日本政策金融公庫社外監査役 

社外監査役 山田 雄一 昭和59年10月 

平成22年 6月 

平成23年 7月 

平成23年 9月 

平成27年 7月 

平成28年 6月 

監査法人朝日会計社入社 

有限責任あずさ監査法人理事第４事業部長 

理事第２事業部長兼企業成長支援本部長 

理事副東京事務所長 

東京社員会議長 

株式会社日本政策金融公庫社外監査役 

※「特殊法人等整理合理化計画」、「公務員制度改革大綱」及び「特別の法律により設立される民間法人の運営に関
する指導監督基準」に基づく公表です。 

（平成29年10月1日現在）



○ 役員の数 

 （取締役） 

18名以内（総裁 1名、副総裁 1名、専務取締役若干名、常務取締役若干名） 

 （監査役） 

5名以内 

○ 役員の任期 

 （取締役） 

選任後 2年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時まで。ただし、

増員のため選任された取締役又は補欠として選任された取締役の任期は、他の在任取締役の任期の満了す

る時まで。 

 （監査役） 

選任後 4年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時まで。ただし、

任期の満了前に退任した監査役の補欠として選任された監査役の任期は、退任した監査役の任期の満了す

る時まで。 

○ 職員の数 

7,364名（平成 29年度予算定員） 

 

 


